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平成２６年（行ウ）第８号ほか 

原告  原告１－１ほか 

被告  国ほか 

証人採否に関する意見書（２） 

２０１９年 ８月２８日 

福島地方裁判所民事部 御中         

 

原告ら訴訟代理人 弁護士  柳 原  敏 夫 

ほか１８名   

   

鈴木眞一氏の証人採否に関する被告福島県の本年８月２３日付意見書（以下、

被告福島県意見書という）に対する原告らの意見は以下の通りである。 
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１、鈴木氏が予定した５回の期日の出廷の可否について 

 被告福島県意見書によると、鈴木眞一氏（以下、鈴木氏という）は予定した

５回の期日のいずれにも出頭できないことを確認したという。 

 そうであれば、原告らの今月２６日付証人採否に関する意見書（１）（以下、

原告意見書（１）という）２(2)（８頁）で述べた通り、このような場合の解決

方法として、別途、鈴木氏の都合のよい日程を踏まえて、鈴木氏の職場である

福島市内の福島県立医科大学で証人尋問を実施する出張尋問（民訴法第１９５

条）の方法によるべきである。 
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２、鈴木氏の証人尋問実施の必要性について 

(1)、国家賠償訴訟 

被告福島県意見書は、鈴木氏の証言（以下、鈴木証言という）と国家賠償訴

訟の請求原因事実との関係は乏しいとして尋問実施の必要性を否定する（２頁

(1)）。 

 しかし、国家賠償訴訟の請求原因事実との関係において尋問実施の必要があ

ることについては、原告意見書（１）１(1) イ（２～３頁）で詳述した通りであ

る。 

(2)、行政訴訟 

さらに、被告福島県意見書は、鈴木証言と行政訴訟の請求原因事実との関係

について、《実効性は期待できない》（３頁 1 行目）として尋問実施の必要性

を否定する（２頁(2)）。 

 しかし、行政訴訟の請求原因事実との関係において尋問実施の必要があるこ

とについては、原告意見書（１）１(1)ア（２頁）で詳述した通りである。 

 また、被告福島県は本訴において、被告福島県が実施している県民健康調査

の甲状腺検査における小児甲状腺がんの「悪性ないし悪性疑い」の症例数（以

下、本件症例数という）について《釈明を求められる理由はなく、釈明を要し

ないので釈明に応じない》（２頁）という態度を終始一貫取り続けてきた。しか

し原告準備書面（４３）、同（５２）で明らかにした通り、実体法上、民法上の

不作為不法行為の作為義務及び行政法上の説明責任の立場からすれば、ひとた

び未曾有の過酷事故である福島原発事故が発生した以上、福島県民の健康被害

の重大なメルクマールとなる小児甲状腺がんについて、排他的に健康調査を実

施する被告福島県が甲状腺検査の情報の作成（収集と分析）と作成した情報の

県民への公開が義務付けられているのは当然のことである。なおかつ実体法上

説明責任を負っている行政機関が訴訟法上も、より一層強く説明責任を負うこ

とも当然のことである。ここから見た時、《釈明を求められる理由はなく、釈明

を要しないので釈明に応じない》と言ってのける被告福島県の態度は不誠実の

極みと言うほかない。そこで、原告らは被告福島県とは別法人に所属し、２０
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１３年１２月からスタートした研究プロジェクト1の研究責任者である鈴木氏に

誠実な証言を求めて証人申請に及んだものである。 

 

３、原告らの提出した尋問事項について 

 被告福島県意見書は、原告らの提出した尋問事項について、例えば尋問事項

３が《県立医大としての見解を求めるものか、それとも鈴木眞一氏個人の見解

を求めるものかが明確でない》として、鈴木眞一氏個人の見解の場合、《どのよ

うな内容を証言できるか、証言を拒否すべきかを、証人が単独で、即座に判断

しながら証言することは容易ではなく、証人に困難を強いる結果となり、尋問

事項として相当ではない》（３頁３①）と主張する。 

 しかし、そもそも尋問事項に特段の断りがない限り、それは鈴木眞一氏個人

の見解を尋ねるものであるが、これについて《どのような内容を証言できるか、

証言を拒否すべきかを、証人が単独で、即座に判断しながら証言することは容

易ではな》いというのは、そもそも採用された証人について個別の証言拒絶権

の有無及びその範囲の問題にすぎず、証人採否自体の問題ではない。この点に

つき、鈴木氏は証言拒絶権に該当すると信ずる証言について自ら拒否すれば足

りるのであって、証言拒絶権に該当するかどうかの判断が容易ではないから証

人採用を免れるという主張は民訴法にも規定されていない独自の主張にすぎな

い。なおかつ、「甲状腺のエコー検査は何をモデルにしましたか」という尋問事

項３は、チェルノブイリ事故で被ばくによる住民の健康被害として認められた

小児甲状腺がんに関する検査の基本中の基本情報であり、県民にとって重大な

関心を抱く最も重要な情報の１つであり、極めて公共性の高い情報である。こ

れが民訴法１９７条１項１号の公務員の「職務上の秘密」にも、同項２号の医

師の「職務上知り得た事実で黙秘すべきもの」にも、同項３号の研究者の「職

業の秘密」にも該当しないことは言うまでもない。 

或いはまた、尋問事項５「甲状腺検査でカウントされていない福島県の子ど

もたちの甲状腺がんの症例数について知っていること」の「甲状腺がんの症例
                                                 
1 その内容は、福島県内の１８歳以下の小児甲状腺がん患者の症例データベースを構築し、
同がん患者の手術サンプル及び同サンプルから抽出したゲノム DNA、cDNA を長期にわたっ
て保管・管理する「組織バンク」を整備するもので、原告意見書（１）３頁で主張した本
研究プロジェクトのことである。 
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数」とは、被ばくによる県民の健康被害を判断する上で最も重要なメルクマー

ルとなる情報、それゆえ、県民にとって公共性の最も高い情報であり、なおか

つ鈴木氏が研究責任者をつとめる本研究プロジェクトの社会的使命として掲げ

る「情報の発信」として、いち早く発信されなければならない情報である。そ

れゆえ、これもまた民訴法１９７条１項１号の公務員の「職務上の秘密」にも、

同項２号の医師の「職務上知り得た事実で黙秘すべきもの」にも、同項３号の

研究者の「職業の秘密」にも該当しないことは言うまでもない。 

 以上の通り、尋問事項３や５を取りあげただけでも、証人採否に全く影響を

及ぼすことはなく、従って、この点についての被告主張は理由がない。 

以 上 


